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１．提出論文は編集委員会が指定するフォーマットを活用しなければならない。原稿頁数は 15 頁以

内とする。なお，頁数カウントの対象は，本文文章，図表，注，参考文献リスト，謝辞・付記等とす

る。1 頁当たりの文字数は 44 文字×36 行＝1,584 字 とする。執筆者は図表の該当文字数を図表とと

もに表記すること。なお， 図表内で使用する文字は原則として 6 ポイント以上とし，印刷時の活字

が過度に小さくなる場合，執筆者は編集委員会の要請に基づいて使用行数を変更しなければならな

い。 

 

２．論文提出者は，フォーマットにしたがい Word 形式の電子ファイルを論文提出締切日時までに

編集委員会に電子メールで提出する（ただし，次の③は必要な場合のみ）。必要な事項は，①論文

タイトル，執筆者名（所属），論文要旨（150 字程度）），キーワード（5 個程度，ただし 10 個ま

で），②論文本文（本文文章，図表，注，参考文献リスト），③謝辞・付記（論文の文字数に含め

る）。 

 

３．②提出論文本文は，本文文章，注，参考文献リストの順に記載する。図表を使用するときは，原

則として本文中の適当な箇所にいれる。技術的に本文中に挿入することが難しい場合は，参考文献

リストの後に記載し，本文中では，図表をいれる位置を明示する。 

 

４．図表には，その内容を的確に表す簡潔な表題を図表上部に付記する。表題には，図と表を区別

せず，図表 1，図表 2，・・・・というように通し番号を付す。 

 

５．図表の出典および図表の作成にあたって使用したデータの出所等を図表の下部に明記する。執

筆者が作成した図表の場合には，筆者作成と明示する。 

 

６．文中での文献の参照にあたっては，著者名と発行年を次のような要領で，本文中にカッコ書き

する。 

（１）単著の場合： (Kaplan 1983) (津曲 1977) (Simons 2005, 91; 谷ほか訳 2008, 90) 

（２）2 名による場合： (Merchant and Van der Stede 2011) (古川・溝口 1952)， 

（３）3 名以上の場合： (Hannan et al. 2013) (加登ほか 2003) 

（４）同時に複数文献を引用・参照する場合： 

(Campbell et al. 2008; Jönsson and Lukka 2007; Simons 2005) 著者名アルファベット順 

(津曲 1972; 古川・溝口 1952) 著者名 50 音順 
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（５）同一著者の文献を複数引用・参照する場合（出版年順）： 

(Kaplan 1983, 1986) 

(津曲 1972, 1977) 

（６）同一著者の同じ発行年の文献には発行日順に a, b, …を付す 

(松本 1951a, 1951b) 

(Ittner and Larcker 1998a, 1998b) (Banker et al. 2014a, 2014b) 

（７）機関の発行する文献を引用・参照する場合： 

(厚生労働省 2014) 

(NCFFR, The Treadway Commission 1987) 

（８）特定の文章を引用する場合には，「 」で引用部分を示すとともに著者名，発行年，ペ

ージを明記する。 

Kaplan (1983) によれば，「・・・」である (Kaplan 1983, 686)。 

津曲 (1972) によると，「・・・」とある (津曲 1972, 20-21)。 

 

７．文末の参考文献リストは，次のような要領で作成する。 

（１）参考文献リストは，本文および注で参照した文献のみを掲載する。なお，新聞記事，ホーム

ページアドレス，法規等は注で示せば参考文献に掲載する必要はない。なお，ホームページで公表

されている白書や報告書は参考文献として扱い，参考文献リストに閲覧日等の情報と共に記載する

こと。 

（２）参考文献は，日本語文献，外国語文献の順に記載する。日本語文献は，著者あるいは第一著

者の姓名の 50 音順，外国語文献は，アルファベット順に記載する。 

（３）参考文献リストにおける雑誌論文の記載の仕方は，著者名，発行年，表題，雑誌 名，巻号，

掲載ページの順とする。日本語文献の場合は，表題に「 」，雑誌名に『 』を付し，外国語文

献の場合には，雑誌名をイタリックにする。 

（４）単行本については，著者名，発行年，表題，発行所の順に記載する。日本語文献では，表題を

『 』書きし，外国語文献では，表題をイタリックにする。なお， 副題は「：」でつなげる。 

すなわち，以下のとおり。 
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論文種類 202〇年〇月〇日受理） 

 

論文執筆フォーマット 

論文タイトル明朝 12P ボールド 

 

 
 公共 太郎（公共大学 11P ボールド） 

 

論文要旨論文要旨論文要旨論文要旨論文要旨論文要旨論文要旨論文要旨論文要旨論文要旨論文要

旨論文要旨論文要旨論文要旨論文要旨論文要旨論文要旨論文要旨論文要旨論文要旨論文要旨論文要

旨論文要旨論文要旨（明朝９P 150 字程度）  

 

キーワード，キーワード，キーワード，キーワード，キーワード（5 個～10 個） 

 

Ⅰ はじめに 明朝 10P ボールド 

 本文（明朝 9P）44 文字×36 行＝1,584 字 本文（明朝 9P）本文（明朝 9P）本文（明朝 9P）本

１２３４５６７８９０１２３４５６７８９０１２３４５６７８９０１２３４５６７８９０１２３４ 

本部中読点はカンマ「，」,本文中句点はマル「。」 

 

Ⅱ ２節 明朝 10P ボールド 

１．〇〇〇〇 明朝９P ボールド 

本文中の脚注はページ脚注とする1。本文の後に【参考文献】，さいごに（謝辞）を記載する。

図と表は以下の通り「図表１」とし，出典を明記する。 

 

図表１ 図表タイトル 

 

出典（出所） 筆者作成/公共太郎（2000）p.5/公共太郎（2020）p.8 に基づき筆者作成等 

 

 

 
1 脚注 MS 明朝９P・脚注 MS 明朝９P・脚注 MS 明朝９P・脚注 MS 明朝９P 脚注 MS 明朝９P・

脚注 MS 明朝９P 脚注 MS 明朝９P・脚注 MS 明朝９P 脚注 MS 明朝９P・脚注 MS 明朝９P 脚注

MS 明朝９P・脚注 MS 明朝９P 


